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＜２０２４年４月＞ 

 

韓国弁理士 金 成鎬 

 

「ドイツ特許訴訟勝訴」... 

サムスンバイオエピス「イムラルディ」、欧州販売異常なし 

ザ・グル(2024.4.18) 

ドイツ裁判所が「イムラルディ」（成分名：アダリムマブ）をめぐる特許訴訟戦

で、サムスンバイオエピスに軍配を上げた。今回の判決で、今後デンマーク、イギ

リス等の訴訟でもサムスンバイオエピスの勝訴に重みが加わる。サムスンバイオエ

ピスは、今回の勝訴を皮切りに、アダリムマブのバイオシミラー市場の掌握に尽力

する計画だ。 

18日、ドイツのデュッセルドルフ地方裁判所によると、フレゼニウスカービがサ

ムスンバイオエピスバイオジェンを相手に提起したヒュミラのバイオシミラーであ

るイムラルディの販売禁止仮処分訴訟を棄却した。フレゼニウスカービが主張した

「液状医薬組成物」の特許侵害訴訟でサムスンバイオエピスバイオジェンに軍配を

上げたというわけだ。 

サムスンバイオエピスのイムラルディは、２０１８年１０月から欧州に上陸し

た。バイオジェンがイムラルディ流通のパートナー社を引き受けた。イムラルディ

は当時、欧州でヒュミラの売上が最も多いドイツで初めて発売し、発売後の最初の

月にバイオシミラー市場シェア１位（62%）を達成した。欧州全体では、本格的に販

売が始まった２０１８年１１月から２ヶ月連続でバイオシミラー市場シェア１位を

維持した。 

ヒュミラのバイオシミラー「IDACIO」を販売中のフレゼニウスカービは、サムス

ンバイオエピスの独走を防ぐために、自社の特許を侵害したと訴訟を提起した。 

ドイツに続き、デンマークとイギリスでも相次いで訴訟戦に出た。イムラルディ

を注射形態に転換する過程で、自社の特許を違法に使用したと主張した。しかし、

デュッセルドルフ裁判所は、イムラルディの製造過程でフレゼニウスカービの特許

が違法に使用されたことを確認できなかったと判断した。 

サムスンバイオエピスバイオジェンがフレゼニウスカービとの特許訴訟で勝機を

つかみ、今後の訴訟戦もサムスンバイオエピスバイオジェンに有利な方向に流れる

と見込まれる。 

サムスンバイオエピスは、アダリムマブのバイオシミラー市場の掌握をさらに拡

大していく方針だ。昨年、ヒュミラの交替投与（相互交換性）効果を評価するため

の臨床も終えた。現在、米国食品医薬品局（FDA）と承認手続きを議論している。交

替投与とは、医師の処方なしに薬局でオリジナル医薬品と代替処方を受けることが

できる制度をいう。 

一方、イムラルディの２０２１年の売上高は２億３,３４０万ドル（約 3,037億ウ

ォン）だ。ヒュミラは、アッヴィの関節リウマチなどに使われる自己免疫疾患治療

剤だ。ヒュミラは、２０２１年に約２０７億ドル（約 25兆 3,368億ウォン）の売上

を記録した「ブロックバスター」新薬だ。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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４月は、韓国企業間の特許紛争及び韓国企業と前職員間の発明者補償訴訟に関する

記事を紹介する。 

 

５日付朝鮮ビズによると、韓国内ボイラー企業１位の座をめぐって競争中の慶東ナ

ビエンとキトゥラミが特許戦争を繰り広げている。慶東ナビエンは、キトゥラミが特

定のボイラー製品を発売するや、自社の熱交換器技術を無断盗用したと訴訟を起こし

た。慶東ナビエンは、製品発売前にキトゥラミに団体で離職した職員が技術を流出し

た可能性を疑っている。キトゥラミは２０２１年８月、「オールステンレス一体型熱

交換器」を使用して製品を発売した。「Ｌ１１」という製品を皮切りにＳ１１、Ｅ１

１などを市場に出した。「逆流コンデンシング」として名を馳せた製品だ。ところが、

慶東ナビエンは、キトゥラミがＬ１１などを発売するや、自社が先に開発して特許を

出願した熱交換器技術を無断使用したと主張した。コンデンシングボイラーの核心は

「熱効率」だ。熱配管の設計、形状、構成要素の違いなどによって熱効率が変わる。

慶東ナビエンは、最適な熱効率を出すことができる「熱交換器」を開発したが、ここ

に入った技術をキトゥラミがコピーしたと主張した。今回の特許権訴訟の裏には、慶

東ナビエン職員８名のキトゥラミへの集団離職がある。慶東ナビエンは、営業秘密流

出の懸念などを理由に、２０２２年末にキトゥラミを告訴した。現在、家宅捜索が終

わり、押収物の確認作業が行われている。裁判部は「５月２４日に審問終結する」と

し、「６月初めに（最終）判断する」と明らかにした。 

 

１５日付アイニュースによると、繊維産業のライバルであるコーロンとヒョーソン

が未来の収入源である「ハイブリッドタイヤコード」市場をめぐって２８年ぶりに再

び対決した。１５日、業界によると、コーロンインダストリー（以下、コーロン）側

は１５日、ヒョーソン先端素材（以下、ヒョーソン）に対して、米カリフォルニア州

中央地方裁判所に特許訴訟を提起した。問題になった製品は、ハイブリッドタイヤコ

ード（HTC）で、関連特許３件をヒョーソンが無断で侵害したという主張だ。コーロン

は、具体的に、永久的な特許侵害禁止、評価額の３倍の損害賠償などを請求した。ハ

イブリッドタイヤコードは、アラミドとナイロンを捩って作る構造だ。特許公報によ

ると、従来のハイブリッド繊維コードよりも製造が容易な一方、一般タイヤコードよ

り耐久性が高く、軽い。これに先立って、韓国内ではコーロンが先に勝機をつかんだ。

去る２０２２年、ヒョーソンはハイブリッドタイヤコードの特許件に対して特許審判

院に無効訴訟を提起した。しかし、今年３月に一部棄却、一部却下でコーロンの特許

権が認められた。コーロンとヒョーソンのライバルの歴史はナイロンから始まる。コ

ーロンが９年前に韓国ナイロンとして繊維産業に参入し、その後１９６６年にヒョー

ソンの母胎である東洋ナイロンが登場した。両企業は現在までも８０％に達する事業

類似度を有しており、激しい競争が繰り広げられている。それぞれ業界１、２位を走

っているが、占有率の側面でヒョーソンが５１％、コーロンが１５％で相当な格差が

ある。これに対し、コーロンの立場では今回の特許紛争をこれ以上譲歩できないとい

う分析だ。昨年の事業報告書を基準に、タイヤコードを含めた産業資材が全体の売上

に占める割合は、ヒョーソンが約９９％、コーロンは４５．４％に達する。 

 

２５日付ＫＢＳニュースによると、ＫＴ＆Ｇの元研究員が在職当時、世界で初めて

電子タバコ技術を開発したが、まともに補償をうけることができなかったとし、２兆

８千億ウォンに達する巨額の民事訴訟を提起した。特に、当該発明の特許登録時、会

社側が海外特許を出願せず、海外の有名メーカーの技術侵害を許容したという主張も
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繰り広げているが、ＫＴ＆Ｇ側は事実とは異なるとし、激しく対立している。元研究

員は、ＫＴ＆Ｇに勤務していた２００５年当時、世界で初めてシガレット型電子タバ

コ技術を開発した。タバコの葉を含む専用スティックを専用機器に差し込んで加熱し

て蒸気を吸入する方式であるが、体に吸収される有害物質を１０分の１レベルに減ら

すことが技術の核心である。しかし、ＫＴ＆Ｇは当時、当該技術に対して韓国内への

特許出願・登録だけをしたまま、約１０年後の２０１７年に海外企業が同様の技術の

電子タバコを続けざま発売すると、当該技術が使われた電子タバコを販売し始めた。

その後、ＫＴ＆Ｇが現在まで計上した電子タバコの売上高は８兆８千億ウォンに達す

ると推定される。しかし、元研究員は、技術が商用化される前の２０１０年、リスト

ラで退社した後１年間、技術顧問料を受けたが、売上による発明補償はなかったとし、

補償を求める民事訴訟を提起した。しかし、ＫＴ＆Ｇ側は、職務発明と関連して元研

究員に適正な補償金を支払い、現在、製品には当該技術が適用されていないと反駁し

た。また、発明当時、技術の重要性や商業化の可否を断言できず、海外出願は進めな

かっただけであり、積極的に対応する方針を明らかにし、熾烈な法定攻防が予想され

る。 

 

《訴訟関係》 

▲米国特許審判院（PTAB）は２日（現地時間）、サムスン電子が提起した特許無効訴

訟２件に対してサムスン電子に軍配を上げた。すでに無効審決を受けた３件を含め、

ネットリストが特許侵害を提起した 5 件の特許がすべて無効判定を受け、昨年４月、

米国テキサス州東部連邦地方裁判所で行われた訴訟の支払判決の根拠もすべて消え

た。（３日 聯合） 

▲韓国内ボイラー企業１位の座をめぐり競争中の慶東ナビエンとキトゥラミが特許

戦争を繰り広げている。慶東ナビエンは、キトゥラミが特定のボイラー製品を発売す

るや、自社の熱交換器技術を無断盗用したと訴訟を起こした。慶東ナビエンは、製品

発売前にキトゥラミに団体で離職した職員が技術を流出した可能性を疑っている。

（５日 朝ビ） 

▲１５日、業界によると、コーロンインダストリー側は、ヒョーソン先端素材に対し

て米国カリフォルニア州中央地方裁判所に特許訴訟を提起した。問題となった製品は、

ハイブリッドタイヤコード（HTC）で、関連特許３件をヒョーソンが無断で侵害した

という主張だ。（１５日 アイ） 

▲１８日、ドイツのデュッセルドルフ地方裁判所によると、フレゼニウスカービがサ

ムスンバイオエピスバイオジェンを相手に提起したヒュミラのバイオシミラーであ

るイムラルディの販売禁止仮処分訴訟を棄却した。フレゼニウスカービが主張した

「液状医薬組成物」の特許侵害訴訟でサムスンバイオエピスバイオジェンに軍配を上

げたというわけだ。（１８日 グル） 

▲ＡＩが発明家として特許出願を行うことができるかどうかを争う国内訴訟控訴審

の最初の弁論期日が１８日午前、ソウル高等裁判所で開かれた。米国ＡＩ開発者テイ

ラー・スティーブン・エルは、本人が作ったＡＩダブスが特殊な機能を持つ食品容器

とランプを発明したとし、２０１９年に韓国を含む１６カ国に国際特許出願をした。

韓国特許庁が無効処分をすると、行政訴訟を提起して昨年敗訴した後、控訴した。（１

８日 朝ビ） 

▲ＫＴ＆Ｇ元研究員が、在職当時、世界で初めて電子タバコ技術を開発したが、まと

もに補償を受けることができなかったとし、２兆８千億ウォンに達する巨額の民事訴

訟を提起した。特に、当該発明特許の登録時、会社側が海外特許を出願せず、海外の
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有名メーカーの技術侵害を許容したという主張も繰り広げているが、ＫＴ＆Ｇ側は事

実とは異なるとし、激しく対立している。（２５日 ＫＢＳ） 

▲サムスン電子が中国国営企業の大唐グループのスマートフォン必須ネットワーク

技術特許を侵害したという判決が出て、ドイツのスマートフォン市場から締め出され

る恐れが提起されている。本日（29日）、業界によると、ドイツのミュンヘン地方裁

判所は、現地時間の１２日、サムスン電子がドイツで販売するＬＴＥ支援モバイル機

器が中国の大唐グループのドイツ特許を侵害するという１審判決を宣告し、該当モデ

ルの廃棄処分を下した。（２９日 ＳＢＳ） 

 

《行  政》 

▲中小企業技術紛争調停・仲裁委員会が、特許裁判所及び全国１８の地方裁判所など

１９の裁判所と調停連携業務協約締結を完了したと中小ベンチャー企業部が２１日

明らかにした。（中略）中小企業技術紛争調停は、紛争当事者間の合意を誘導する制

度であり、調停成立時に裁判上の和解の効力を有する。訴訟に比べて所要期間が短く、

費用が安く、時間と資金が足りない中小企業に適した紛争解決方式であるという評価

だ。（２１日 ニシ） 

 

《その他》 

▲メディパナニュースが食品医薬品安全処の医薬品特許リストを調査した結果、今年

第１四半期に新たに登録された特許は４７件だった。特許権登録者は合計１９社。昨

年同期には２３社が３７件を登録したが、今年はこれより１０件増えた。しかし、国

内製薬会社が登載した特許は大幅に減った。昨年同期には１１社が１７件の特許を登

録したが、今年同期には５社が１１件を登録するのにとどまった。これにより、第１

四半期の新規特許のうち、国内会社の比重は２３．４％で、昨年同期の４５．９％と

比較したとき、半分水準に萎縮した。（４日 メパ） 

▲韓国特許庁は９日午後、６月にソウルで開かれる「先進５大特許庁（IP5）庁長会

議」の議題の事前調整のために「ＩＰ５次長会議」をオンラインで開くと明らかにし

た。ＩＰ５は、韓国、欧州、日本、中国、米国など５カ国の特許庁をいう。今回の会

議は、韓国を議長国として、６月１８～２０日までソウルで開かれる２０２４年ＩＰ

５庁長会議の議題を事前調整するために開かれる。（９日 ファ） 

▲米国スタンフォード大学「人間中心ＡＩ研究所」（HAI）が１５日（現地時間）発刊

した「ＡＩインデックス２０２４」によると、韓国は２０２２年基準で人口１０万人

当たりのＡＩ特許数は１０．２６件で、調査対象国中で最も多かった。３位の米国

（4.23）と４位の日本（2.53）を大きく上回った。昨年のＡＩ人材集中度（グローバ

ルビジネス人脈サイト「リンクドイン」基準）も０．７９％で、イスラエル（1.13％）

とシンガポール（0.88％）の次に高かった。しかし、生成型人工知能（AI）技術の基

盤となる「ファンデーションモデル」は昨年一つも開発できなかった。米国が１０９

件で最も多く開発し、中国とイギリスがそれぞれ２０件と８件で後に続いた。ＨＡＩ

が注目すべき（notable）ＡＩモデルに選定した１０８件のうち米国が６１件、中国１

５件、フランス８件だったが、韓国はなかった。（１７日 聯合） 

▲国家研究開発（R&D）で創出された特許成果の分析・管理・活用を通じてＲ＆Ｄ効率

を高めるために、専門家たちが一堂に会する。韓国特許庁は１９日、韓国特許戦略開

発院の分院で、「政府Ｒ＆Ｄ特許成果諮問委員会」を開催した。委員会は昨年１０月、

国家研究開発（R&D）で創出された特許成果に対する分析の高度化、効率的な管理、活

用方案などを議論するために発足した。（１９日 ヘラ） 
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▲韓国知的財産研究院が最近発行した「国内特許管理専門会社育成の必要性と方案」

に関する報告書によると、大学、公共研究機関、中小企業の優れた特許を活用して特

許移転、ライセンス契約などを行う特許管理専門会社（NPE）を戦略的に育成しなけれ

ばならず、過度で無分別な特許訴訟乱発で利益を追求する既存のＮＰＥモデルから抜

け出して、特許紛争に脆弱な大学と公共研究機関の積極的な特許権保護・活用を通じ

て特許市場を活性化させなければならないと指摘している。（２１日 デジ） 

▲ＬＧエネルギーソリューション（LGエンソル）は、バッテリー業界の後発ランナー

たちの無分別な特許侵害に対して訴訟提起などの強硬対応をすると２４日明らかに

した。ＬＧエンソルは、独自の調査の結果、核心特許のうち５８％が少なくとも１回

以上侵害されたと主張した。二次電池の先導企業としての評価を受け、業界で最も多

くの特許を保有しているＬＧエンソルが、「特許無賃乗車」にメスを入れたという分

析だ。（２５日 朝鮮） 

 

※媒体の正式名称（発行社）。 

朝鮮：朝鮮日報（朝鮮日報社）、朝ビ：朝鮮ビズ（朝鮮経済 i社）、ヘラ：ヘラルド

経済（ヘラルド社）、ファ：ファイナンシャルニュース（ファイナンシャルニュース

新聞社）、デジ：デジタルタイムス（文化日報社）、聯合：聯合ニュース（聯合ニュ

ース社）、メパ：メディパナニュース（メディパナニュース社）、KBS：KBSニュース

（KBS社）、アイ：アイニュース 24（(株)アイニュース 24）、ニシ：ニューシス（ニ

ューシス社）、グル：ザ・グル（ザ・グル社） 
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